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発刊から約3
0年間、全国

のホームヘ
ルパーさん

に

愛用されてい
る、伝統的な

手帳

今回、仕様の
リニューア

ルを行い、判
型を大きくし、

読みやすく、使
いやすくしま

した！
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訪問介護（ホ
ームヘルプ

）業務の記入
・管理ができ

る「カレン

ダー」（月間予
定・週間予定

等）と訪問介
護業務に関す

る基本知

識と方法等を
抄録した「ホ

ームヘルプ
サービスの

知識と方法」
、

「資料」（訪
問介護関連の

法令・通知等
）を収録してい

ます。    
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6 条第 1項に規定する指定夜間対応型訪問介護事業所をいう。）に従事することができ
る。
5　第 2 項の規定にかかわらず、常勤のサービス提供責任者を 3 人以上配置し、かつ、
サービス提供責任者の業務に主として従事する者を 1人以上配置している指定訪問介
護事業所において、サービス提供責任者が行う業務が効率的に行われている場合にあっ
ては、当該指定訪問介護事業所に置くべきサービス提供責任者の員数は、利用者の数が
50又はその端数を増すごとに 1人以上とすることができる。　
6　指定訪問介護事業者が第 2項に規定する第 1号訪問事業に係る指定事業者の指定を
併せて受け、かつ、指定訪問介護の事業と当該第 1号訪問事業とが同一の事業所にお
いて一体的に運営されている場合については、市町村の定める当該第 1号訪問事業の
人員に関する基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしているものと
みなすことができる。
（管理者）
第6条　指定訪問介護事業者は、指定訪問介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤
の管理者を置かなければならない。ただし、指定訪問介護事業所の管理上支障がない場
合は、当該指定訪問介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業
所、施設等の職務に従事することができるものとする。

第3節　設備に関する基準
（設備及び備品等）
第7条　指定訪問介護事業所には、事業の運営を行うために必要な広さを有する専用の区
画を設けるほか、指定訪問介護の提供に必要な設備及び備品等を備えなければならな
い。
2　指定訪問介護事業者が第 5条第 2項に規定する第 1号訪問事業に係る指定事業者の
指定を併せて受け、かつ、指定訪問介護の事業と当該第 1号訪問事業とが同一の事業
所において一体的に運営されている場合については、市町村の定める当該第 1号訪問
事業の設備に関する基準を満たすことをもって、前項に規定する基準を満たしているも
のとみなすことができる。
第4節　運営に関する基準

（内容及び手続の説明及び同意）
第8条　指定訪問介護事業者は、指定訪問介護の提供の開始に際し、あらかじめ、利用申
込者又はその家族に対し、第 29条に規定する運営規程の概要、訪問介護員等の勤務の
体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書
を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得なければならな
い。
2　指定訪問介護事業者は、利用申込者又はその家族からの申出があった場合には、前項
の規定による文書の交付に代えて、第 5項で定めるところにより、当該利用申込者又
はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する
方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの（以下この条にお
いて「電磁的方法」という。）により提供することができる。この場合において、当該
指定訪問介護事業者は、当該文書を交付したものとみなす。

指定居宅サービス等の事業の人員、 
設備及び運営に関する基準（抄）

（平成11年 3月 31日　厚生省令第 37号）
（最終改正　平成 30年 3月 22日　厚生労働省令第 30号）

第2章　訪問介護
第 1節　基本方針

（基本方針）
第4条　指定居宅サービスに該当する訪問介護（以下「指定訪問介護」という。）の事業
は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、
その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、入浴、排せつ、食事
の介護その他の生活全般にわたる援助を行うものでなければならない。

第2節　人員に関する基準
（訪問介護員等の員数）
第5条　指定訪問介護の事業を行う者（以下「指定訪問介護事業者」という。）が当該事
業を行う事業所（以下「指定訪問介護事業所」という。）ごとに置くべき訪問介護員等
（指定訪問介護の提供に当たる介護福祉士又は法第 8条第 2項に規定する政令で定める
者をいう。以下この節から第4節までにおいて同じ。）の員数は、常勤換算方法で、2.5
以上とする。
2　指定訪問介護事業者は、指定訪問介護事業所ごとに、常勤の訪問介護員等のうち、利
用者（当該指定訪問介護事業者が法第 115条の 45第 1項第 1号イに規定する第 1号
訪問事業（地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備
等に関する法律（平成 26 年法律第 83 号。以下「整備法」という。）第 5条による改
正前の法（以下「旧法」という。）第 8条の 2第 2項に規定する介護予防訪問介護に相
当するものとして市町村が定めるものに限る。）に係る法第 115 条の 45 の 3 第 1 項
に規定する指定事業者（以下「指定事業者」という。）の指定を併せて受け、かつ、指
定訪問介護の事業と当該第 1号訪問事業とが同一の事業所において一体的に運営され
ている場合にあっては、当該事業所における指定訪問介護又は当該第 1号訪問事業の
利用者。以下この条において同じ。）の数が 40 又はその端数を増すごとに 1人以上の
者をサービス提供責任者としなければならない。この場合において、当該サービス提供
責任者の員数については、利用者の数に応じて常勤換算方法によることができる。
3　前項の利用者の数は、前 3月の平均値とする。ただし、新規に指定を受ける場合は、
推定数による。
4　第 2項のサービス提供責任者は介護福祉士その他厚生労働大臣が定める者であって、
専ら指定訪問介護に従事するものをもって充てなければならない。ただし、利用者に対
する指定訪問介護の提供に支障がない場合は、同一敷地内にある指定定期巡回・随時対
応型訪問介護看護事業所（指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す
る基準（平成 18年厚生労働省令第 34号。以下「指定地域密着型サービス基準」とい
う。）第 3条の 4第 1項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所をい
う。以下同じ。）又は指定夜間対応型訪問介護事業所（指定地域密着型サービス基準第
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訪問介護員の業務と目的

訪問介護員の業務と目的
訪問介護員の業務

（1）介護保険制度に基づく「訪問介護事業」
　訪問介護員は、要支援・要介護高齢者を対象に、その居住する住居におい
て食事、排せつ、入浴などの「身体介護」・「生活援助」を行う。
　また、身体介護と生活援助については、厚生労働省の通知「訪問介護にお
けるサービス行為ごとの区分等について（老計第 10号）」（※P84参照）で
次のように規定されている。
（表 1、表 2）。

表 1▶身体介護 

　身体介護とは、①利用者の身体に直接接触して行う介助サービス（そのために
必要となる準備、後かたづけ等の一連の行為を含む）、②利用者の ADL・IADL・
QOL や意欲の向上のために利用者と共に行う自立支援・重度化防止のためのサ
ービス、③その他専門的知識・技術（介護を要する状態となった要因である心身
の障害や疾病等に伴って必要となる特段の専門的配慮）をもって行う利用者の日
常生活上・社会生活上のためのサービスをいう。（仮に、介護等を要する状態が
解消されたならば不要※となる行為であるということができる。）
※例えば入浴や整容などの行為そのものは、たとえ介護を要する状態等が解消さ
れても日常生活上必要な行為であるが、要介護状態が解消された場合、これら
を「介助」する行為は不要となる。同様に、「特段の専門的配慮をもって行う
調理」についても、調理そのものは必要な行為であるが、この場合も要介護状
態が解消されたならば、流動食等の「特段の専門的配慮」は不要となる。

表 2▶生活援助

　生活援助とは、身体介護以外の訪問介護であって、掃除、洗濯、調理などの日
常生活の援助（そのために必要な一連の行為を含む）であり、利用者が単身、家
族が障害・疾病などのため、本人や家族が家事を行うことが困難な場合に行われ
るものをいう。（生活援助は、本人の代行的なサービスとして位置づけることが
でき、仮に、介護等を要する状態が解消されたとしたならば、本人が自身で行う
ことが基本となる行為であるということができる。）
※次のような行為は生活援助の内容に含まれないものであるので留意すること。
①　商品の販売・農作業等生業の援助的な行為
②　直接、本人の日常生活の援助に属しないと判断される行為

表 3▶身体介護と生活援助

身体介護 生活援助

・排せつ介助（トイレ・
ポータブルトイレ利用
についての介助・おむ
つ交換）
・食事介助
・清拭・入浴介助
・身体整容
・洗面
・更衣介助

・体位変換
・移乗・移動介助
・通院・外出介助
・就寝・起床介助
・服薬介助
・自立生活支援・重度化
防止のための見守り援
助
・特段の専門的配慮をも
って行う調理（嚥下困
難者のための流動食・
糖尿病食等の調理）

・掃除
・洗濯
・ベッドメイク
・衣類の整理・被服の補
修
・一般的な調理・配下膳
・買い物・薬の受け取り

老計 10号が示す身体介護「1－6」
　老計 10 号は、2018（平成 30）年 4月に身体介護「1－6」の内容が一
部改正され、自立生活支援・重度化防止・利用者の ADL/IADL/QOL や意
欲の向上のために利用者と共に行うサービスや常時介助できる状態で行う見
守り援助等が「身体介護」として評価されるようになった（例えば、訪問介
護員の代行による掃除は「生活援助」であるが、利用者と共に行う掃除、訪
問介護員による声かけや見守りの下で利用者に掃除を行っていただいた場合
には「身体介護」で算定される。ただし、訪問介護員の判断だけでできるこ
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【監修】日本ホームヘルパー協会　
【編集】在宅福祉対策研究会
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訪問介護（ホームヘルプ）業務のスケジュール
管理に役立つ、ホームヘルパー必携の手帳！

「1月始まり」、「4月始まり」どちらにも
対応可能！

訪問介護業務に役立つ資料や、最新の
訪問介護関連の「法令・通知」を多数収録！

日々の訪問記録や訪問介護業務の
記入・管理に！

月間予定表　2020年12月～2022年3月
週間予定表　2020年12月～2022年3月

訪問介護業務に関する
資料も充実！

HoHoH momo emem HeHeH lele pe pelplele pele DiDiD aiai rara ya yaryrara yara

202020 1
2021

紙のカバーを
外すと

スタイリッシュな
イメージに
早変わり！

お客様の声にお応えし、サイズが

 大きく、見やすく、
 使いやすくなりました！！

ホームヘルプ手帳 2021　B5　オモテ　4C　　2020.10.09



令和

1,320
2021
073338

ホーム手帳 21（073338）2020.10 BSK

MEMO

5

12

6

13

7

14

8 9 10 11

15 16 17 18

19 20 21 22

26 27 28 29

23 24 25

30

　 1 2 3 4 赤口先負 仏滅 大安

友引先勝

仏滅

大安

先負

仏滅

先負 仏滅 大安 赤口 先勝

大安 赤口 先勝 友引 先負

赤口

赤口大安 先勝

先勝

友引 先負

友引 先負 仏滅

2021

4
APRIL

卯月

5 MAY
M T W T F S S

3 MAR
M T W T F S S

6 7

8 9 10 11 12

1 2 3 4 5

13 14

15 16 17 18 19 20 21

22 23 24 25 26 27 28

29 30 31

1 2

3 4 5 6 7 8 9

10 11 12 13 14 15 16

17 18 19 20 21 22 23

25 26 27 28 29 30 24
31

月 Monday 火 Tuesday 水 Wednesday 木 Thursday 金 Friday 土 Saturday 日 Sunday

昭和の日

穀雨

清明

4

APRIL

清明
赤口 先勝 友引 先負 仏滅 大安 赤口

マリモの日 スポーツ栄養の日 山菜の日 エイプリルフール 図書館開設記念日 日本橋開通記念日 交通反戦デー

AM

PM

AM

PM

AM

PM

AM

PM

AM

PM

AM

PM

AM

PM

月 Monday 火 Tuesday 水 Wednesday 木 Thursday 金 Friday 土 Saturday 日 Sunday

APRIL 20214
M T W T F S S

1 2 3 4
6 75 8 9 10 11

12 13 14 15 16 17 18
19 20 21 22 23 24 25
26 27 28 29 30

303/29 31 1 2 3 4

4

APRIL

2021-homehelp_P001-180.indd   74-75 2020/09/11   9:32:51

20 21

高齢者の理解

認知症の理解
認知症の種類

表 1▶認知症の種類（主なもの）

アルツハイマー型
（67.6％）

脳血管性認知症
（19.5％）

レビー小体型認知症
（4.3％）

前頭側頭型認知症
（1.0％）

原因

脳内にたまった
異常なたんぱく
質により神経細
胞が破壊され、
脳に萎縮がおこ
る。

脳梗塞や大脳白
質の血流低下に
よって、神経ネ
ットワークがう
まく働かなくな
る。
高血圧や糖尿病
などの生活習慣
病が主な原因。

異常なたんぱく
質がレビー小体
という塊を神経
細胞内に作り、
同時に突起や末
梢自律神経系に
もたまる。

異常なたんぱく
質が前頭葉や側
頭葉の神経細胞
にたまり、機能
障害と萎縮を引
き起こす。

症状

昔のことはよく
覚えているが、
最近のことは忘
れてしまう。軽
度の物忘れから
徐々に進行し、
やがて時間や場
所の感覚がなく
なる。

脳血管障害が起
こるたびに段階
的に進行するタ
イプはまれで、
徐々に進行する
タイプが多い。
障害を受けた部
位により症状が
異なる。

現実にはないも
のが見える幻視
や手足が震えた
り筋肉が固くな
るといった症状
が現れる。夜中
に夢を見て大声
を出したり行動
したりする。

感情の抑制がき
かなくなったり
社会のルールを
守れなくなると
いったことがお
こる。

出典：厚生労働省老健局社会保障審議会介護保険部会（第 78 回）（令和元年６月 20 日）参考
資料を基に作成（一部改変）

認知症の症状
　認知症とは、いろいろな原因で脳の細胞が死んでしまったり、働きが悪く
なったためにさまざまな認知機能障害が起こり、生活する上で支障が出てい
る状態（およそ6ヵ月以上継続）をいう。認知症の症状として、「中核症状」
「行動・心理症状（BPSD）」があり、「徘徊」や「妄想」も本人なりの背景
や理由があると言われている。終末期には運動麻痺や嚥下障害などの症状が
加わる。

高齢者の理解
認知症の早期発見・早期予防

認知症初期症状

表 1▶認知症初期症状 11項目質問票（SED-11Q）

項　　目

同じことを何回も話したり、尋ねたりする

出来事の前後関係がわからなくなった

服装など身の周りに無頓着になった

水道栓やドアを閉め忘れたり、後かたづけがきちんとできなくなった

同時に二つの作業を行うと、一つを忘れる

薬を管理してきちんと内服することができなくなった

以前はてきぱきできた家事や作業に手間取るようになった

計画を立てられなくなった

複雑な話を理解できない

興味が薄れ、意欲がなくなり、趣味活動などを止めてしまった

前よりも怒りっぽくなったり、疑い深くなった

出典：山口晴保研究室ホームページ（http://yamaguchi-lab.net/）からダウンロードして
使用

※表１については、セルフチェックで用いるものではないので注意すること。
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訪問介護員の業務の基本と姿勢

多職種連携における介護職の役割
チームケアの重要性
　利用者の多種多様な生活課題を解決するためには、多職種連携は欠かせな
い。援助の目標や方針を共有し、それぞれの専門能力を活かした情報共有、
課題分析、効果的なサービスの提供により、総合的な援助を行う。
〈福祉・医療の専門職等〉
①　介護福祉士（CW）
②　介護支援専門員（ケアマネジャー）（CM）
③　相談支援専門員※障害
④　サービス提供責任者
⑤　医師（Dr.）
⑥　看護師（Ns）・准看護師（LPN）
⑦　保健師（PHN）
⑧　歯科医師（Dr.）
⑨　歯科衛生士（DH）
⑩　薬剤師
⑪　医療ソーシャルワーカー（MSW）
⑫　精神保健福祉士（PSW）
⑬　社会福祉士（SW）
⑭　理学療法士（PT）
⑮　作業療法士（OT）
⑯　言語聴覚士（ST）
⑰　管理栄養士
⑱　栄養士
⑲　ケースワーカー※行政職
⑳　民生委員
21　日常生活自立支援事業　専門員・生活支援員
22　後見人等

感染対策のための基本的知識
感染の原因と経路

図 1▶感染経路

接触感染

※新型コロナウイルスは飛沫感染
　と接触感染によりうつるといわ
　れています

感染経路の遮断の対策（持ち込まない・持ち出さない・拡げない）
　いろいろな病原体は（未知の病原体も含めて）「①血液、②体液、分泌物
（汗を除く）、嘔吐物、排せつ物、③傷害のある皮膚、④粘膜」に多量に含ま
れている。これら 4つを「感染する危険性があるもの」と覚え、ケアする
前後の石けんでの手洗い、手指消毒、うがい、使い捨て手袋やマスク・エプ
ロン等の使用により感染経路を遮断する。
※ワクチン接種ができるものは積極的に受けよう。
※3密を避けよう。
密閉＝換気の悪い空間
密集＝多数の人が集まる場所
密接＝間近での会話や発声をする場面
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6 条第 1項に規定する指定夜間対応型訪問介護事業所をいう。）に従事することができ
る。
5　第 2 項の規定にかかわらず、常勤のサービス提供責任者を 3 人以上配置し、かつ、
サービス提供責任者の業務に主として従事する者を 1人以上配置している指定訪問介
護事業所において、サービス提供責任者が行う業務が効率的に行われている場合にあっ
ては、当該指定訪問介護事業所に置くべきサービス提供責任者の員数は、利用者の数が
50又はその端数を増すごとに 1人以上とすることができる。　
6　指定訪問介護事業者が第 2項に規定する第 1号訪問事業に係る指定事業者の指定を
併せて受け、かつ、指定訪問介護の事業と当該第 1号訪問事業とが同一の事業所にお
いて一体的に運営されている場合については、市町村の定める当該第 1号訪問事業の
人員に関する基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしているものと
みなすことができる。
（管理者）
第6条　指定訪問介護事業者は、指定訪問介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤
の管理者を置かなければならない。ただし、指定訪問介護事業所の管理上支障がない場
合は、当該指定訪問介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業
所、施設等の職務に従事することができるものとする。

第3節　設備に関する基準
（設備及び備品等）
第7条　指定訪問介護事業所には、事業の運営を行うために必要な広さを有する専用の区
画を設けるほか、指定訪問介護の提供に必要な設備及び備品等を備えなければならな
い。
2　指定訪問介護事業者が第 5条第 2項に規定する第 1号訪問事業に係る指定事業者の
指定を併せて受け、かつ、指定訪問介護の事業と当該第 1号訪問事業とが同一の事業
所において一体的に運営されている場合については、市町村の定める当該第 1号訪問
事業の設備に関する基準を満たすことをもって、前項に規定する基準を満たしているも
のとみなすことができる。

第4節　運営に関する基準
（内容及び手続の説明及び同意）
第8条　指定訪問介護事業者は、指定訪問介護の提供の開始に際し、あらかじめ、利用申
込者又はその家族に対し、第 29条に規定する運営規程の概要、訪問介護員等の勤務の
体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書
を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得なければならな
い。
2　指定訪問介護事業者は、利用申込者又はその家族からの申出があった場合には、前項
の規定による文書の交付に代えて、第 5項で定めるところにより、当該利用申込者又
はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する
方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの（以下この条にお
いて「電磁的方法」という。）により提供することができる。この場合において、当該
指定訪問介護事業者は、当該文書を交付したものとみなす。

指定居宅サービス等の事業の人員、 
設備及び運営に関する基準（抄）

（平成11年 3月 31日　厚生省令第 37号）
（最終改正　平成 30年 3月 22日　厚生労働省令第 30号）

第2章　訪問介護
第 1節　基本方針

（基本方針）
第4条　指定居宅サービスに該当する訪問介護（以下「指定訪問介護」という。）の事業
は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、
その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、入浴、排せつ、食事
の介護その他の生活全般にわたる援助を行うものでなければならない。

第2節　人員に関する基準
（訪問介護員等の員数）
第5条　指定訪問介護の事業を行う者（以下「指定訪問介護事業者」という。）が当該事
業を行う事業所（以下「指定訪問介護事業所」という。）ごとに置くべき訪問介護員等
（指定訪問介護の提供に当たる介護福祉士又は法第 8条第 2項に規定する政令で定める
者をいう。以下この節から第4節までにおいて同じ。）の員数は、常勤換算方法で、2.5
以上とする。
2　指定訪問介護事業者は、指定訪問介護事業所ごとに、常勤の訪問介護員等のうち、利
用者（当該指定訪問介護事業者が法第 115条の 45第 1項第 1号イに規定する第 1号
訪問事業（地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備
等に関する法律（平成 26 年法律第 83 号。以下「整備法」という。）第 5条による改
正前の法（以下「旧法」という。）第 8条の 2第 2項に規定する介護予防訪問介護に相
当するものとして市町村が定めるものに限る。）に係る法第 115 条の 45 の 3 第 1 項
に規定する指定事業者（以下「指定事業者」という。）の指定を併せて受け、かつ、指
定訪問介護の事業と当該第 1号訪問事業とが同一の事業所において一体的に運営され
ている場合にあっては、当該事業所における指定訪問介護又は当該第 1号訪問事業の
利用者。以下この条において同じ。）の数が 40 又はその端数を増すごとに 1人以上の
者をサービス提供責任者としなければならない。この場合において、当該サービス提供
責任者の員数については、利用者の数に応じて常勤換算方法によることができる。
3　前項の利用者の数は、前 3月の平均値とする。ただし、新規に指定を受ける場合は、
推定数による。
4　第 2項のサービス提供責任者は介護福祉士その他厚生労働大臣が定める者であって、
専ら指定訪問介護に従事するものをもって充てなければならない。ただし、利用者に対
する指定訪問介護の提供に支障がない場合は、同一敷地内にある指定定期巡回・随時対
応型訪問介護看護事業所（指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す
る基準（平成 18年厚生労働省令第 34号。以下「指定地域密着型サービス基準」とい
う。）第 3条の 4第 1項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所をい
う。以下同じ。）又は指定夜間対応型訪問介護事業所（指定地域密着型サービス基準第
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1 ─０─ 2　環境整備
　換気、室温・日あたりの調整、ベッドまわりの簡単な整頓等
1 ─０─ 3　相談援助、情報収集・提供
1 ─０─ 4　サービス提供後の記録等
1 ─ 1　排泄・食事介助
1 ─ 1 ─ 1　排泄介助
1 ─ 1 ─ 1 ─ 1　トイレ利用
○トイレまでの安全確認→声かけ・説明→トイレへの移動（見守りを含む）→脱衣
→排便・排尿→後始末→着衣→利用者の清潔介助→居室への移動→ヘルパー自身
の清潔動作
○（場合により）失禁・失敗への対応（汚れた衣服の処理、陰部・臀部の清潔介
助、便器等の簡単な清掃を含む）

1 ─ 1 ─ 1 ─ 2　ポータブルトイレ利用
○安全確認→声かけ・説明→環境整備（防水シートを敷く、衝立を立てる、ポータ
ブルトイレを適切な位置に置くなど）→立位をとり脱衣（失禁の確認）→ポータ
ブルトイレへの移乗→排便・排尿→後始末→立位をとり着衣→利用者の清潔介助
→元の場所に戻り、安楽な姿勢の確保→ポータブルトイレの後始末→ヘルパー自
身の清潔動作
○（場合により）失禁・失敗への対応（汚れた衣服の処理、陰部・臀部の清潔介
助）

1 ─ 1 ─ 1 ─ 3　おむつ交換
○声かけ・説明→物品準備（湯・タオル・ティッシュペーパー等）→新しいおむつ
の準備→脱衣（おむつを開く→尿パットをとる）→陰部・臀部洗浄（皮膚の状態
などの観察、パッティング、乾燥）→おむつの装着→おむつの具合の確認→着衣
→汚れたおむつの後始末→使用物品の後始末→ヘルパー自身の清潔動作
○（場合により）おむつから漏れて汚れたリネン等の交換
○（必要に応じ）水分補給

1 ─ 1 ─ 2　食事介助
○声かけ・説明（覚醒確認）→安全確認（誤飲兆候の観察）→ヘルパー自身の清潔動
作→準備（利用者の手洗い、排泄、エプロン・タオル・おしぼりなどの物品準備）
→食事場所の環境整備→食事姿勢の確保（ベッド上での座位保持を含む）→配膳→
メニュー・材料の説明→摂食介助→（おかずをきざむ・つぶす、吸い口で水分を補
給するなどを含む）→服薬介助→安楽な姿勢の確保→気分の確認→食べこぼしの処
理→後始末（エプロン・タオルなどの後始末、下膳、残滓の処理、食器洗い）→ヘ
ルパー自身の清潔動作

1 ─ 1 ─ 3　特段の専門的配慮をもって行う調理
○嚥下困難者のための流動食等の調理

1 ─ 2　清拭・入浴、身体整容
1 ─ 2 ─ 1　清拭（全身清拭）
○ヘルパー自身の身支度→物品準備（湯・タオル・着替えなど）→声かけ・説明→

訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について

（平成12年 3月 17日　老計第 10号）
（最終改正　平成 30年 3月 30日　老振発 0330第 2号）

　訪問介護の介護報酬については、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する
基準（訪問通所サービス及び居宅療養管理指導に係る部分）及び指定居宅介護支援に要す
る費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成 12 年 3
月 1 日付厚生省老人保健福祉局企画課長通知）において、その具体的な取扱いをお示し
しているところであるが、今般、別紙の通り、訪問介護におけるサービス行為ごとの区分
及び個々のサービス行為の一連の流れを例示したので、訪問介護計画及び居宅サービス計
画（ケアプラン）を作成する際の参考として活用されたい。
　なお、「サービス準備・記録」は、あくまでも身体介護又は生活援助サービスを提供す
る際の事前準備等として行う行為であり、サービスに要する費用の額の算定にあたって
は、この行為だけをもってして「身体介護」又は「生活援助」の一つの単独行為として取
り扱わないよう留意されたい。
　また、今回示した個々のサービス行為の一連の流れは、あくまで例示であり、実際に利
用者にサービスを提供する際には、当然、利用者個々人の身体状況や生活実態等に即した
取扱いが求められることを念のため申し添える。

（別紙）
1　身体介護

　身体介護とは、①利用者の身体に直接接触して行う介助サービス（そのために必要と
なる準備、後かたづけ等の一連の行為を含む）、②利用者のADL・IADL・QOL や意欲
の向上のために利用者と共に行う自立支援・重度化防止のためのサービス、③その他専
門的知識・技術（介護を要する状態となった要因である心身の障害や疾病等に伴って必
要となる特段の専門的配慮）をもって行う利用者の日常生活上・社会生活上のためのサ
ービスをいう。（仮に、介護等を要する状態が解消されたならば不要※となる行為であ
るということができる。）
※　例えば入浴や整容などの行為そのものは、たとえ介護を要する状態等が解消されて
も日常生活上必要な行為であるが、要介護状態が解消された場合、これらを「介助」す
る行為は不要となる。同様に、「特段の専門的配慮をもって行う調理」についても、調
理そのものは必要な行為であるが、この場合も要介護状態が解消されたならば、流動食
等の「特段の専門的配慮」は不要となる。

1 ─０　サービス準備・記録等
　サービス準備は、身体介護サービスを提供する際の事前準備等として行う行為であ
り、状況に応じて以下のようなサービスを行うものである。
1 ─０─ 1　健康チェック
　利用者の安否確認、顔色・発汗・体温等の健康状態のチェック

収録内容

月間・週間カレンダー

ひと月の予定を
見開きで

パッと確認できる！

週の予定を
リストで管理

毎日の訪問記録を、
午前・午後に分けて

記入できる！

●年間予定表（ ／ ）
●満年齢早見表
●月間予定表
●週間予定表
●ホームヘルプサービスの知識と方法
　・訪問介護員の業務と目的
　　（訪問介護員の業務／介護保険サービスと障害福祉サービスの制度の
　　　整理／訪問介護・居宅介護業務の目的）

　・訪問介護員の業務の基本と姿勢
　　（信頼関係の構築と秘密保持／安全なサービス提供／感染対策のための基
　　　本的知識／多職種連携における介護職の役割／記録／介護職の健康管理）

　・高齢者の理解
　　（認知症の早期発見・早期予防／認知症の理解／高齢者の理解）

　・介護に役立つ知識
　　（利用者の健康チェック／利用者の状態像に応じた支援の視点）

　・身体介護に役立つ知識
　　（排せつ介助／食事介助／服薬のポイント／入浴・清拭・身体整容）

　・生活援助（家事援助）に役立つ知識
　　（生活援助（家事援助）のアセスメント／業務に役立つ知識）

　・高齢者・障害者を守る知識
　　（高齢者・障害者虐待／高齢者や障害者の消費者トラブル）

●資料（法令・通知等）（令和2（2020）年8月1日現在）

●メモ欄

シンプルに、書き込みやすい
レイアウトにこだわりました

必要な時にすぐ確認したい
訪問介護業務に関する資料を収録しています

訪問介護業務に
関する基本知識等を
図表などを用い
わかりやすく解説！

「老計第10号
（訪問介護における
サービス行為ごとの
区分等について）」

も収録！
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